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厳しいマクロ経済環境

緩和ピークを迎える金融政策

緩和ピークといっても、中央銀行が金融緩和を止める
というわけではなく、景気刺激の役割を徐々に財政政策
に委譲していくことになると考えられます。

貿易摩擦の再発に対する耐性が小さい
金融市場

米国大統領選挙を控えて、支持獲得のために、
株式市場の下支えよりも、より敵対的態度の増長に
軸足が置かれる可能性があります。

リスク要因は新型コロナウイルス感染の第２波

今後、半年以内に第２波の到来が予想され、特に
企業の格下げ、失業者増加、賃金減少、在庫不足
などの経済への影響が懸念されます。

新型コロナウイルスの治療薬開発に大きな進展がなければ、今後数か月は、厳しい局面が想定されます。
雇用を守り、経済を成長軌道に戻すために、政治家は迅速に行動するだけでなく、既成の範疇に捉われない
新しい方法を積極的に取り入れる必要があります。
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